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・地デジ移行期に国が整備支援を行った辺地共聴施設は、全国で約５,８００施設（う
ち東海管内は約４００施設）。

・これら施設のなかには、設備の老朽化や加入世帯の減少により、維持管理が困難にな
りつつあるものもある。

・放送は災害時において避難情報等を伝達する役割を有しており、地域の安心安全を担
うライフライン。

・老朽化した施設のなかには、修理等が困難なものもあると考えられ、故障した場合、
長期間テレビが視聴できなくなるようなことも起こりかねない。

・こうした問題が顕在化することのないよう対応が必要。

・国は地デジ移行に際し恒久対策として共聴施設に対し補助したものであり、施設の自
助努力による対応を基本とする。

・対策として、施設同士の統合や受信点の共有、ケーブルテレビによる巻き取りが考え
られるが、地域や施設個々の状況により大きく異なることから、個別の対応が必要。

・施設に必要な情報を提供するとともに相談できる環境を整え、取りうる方策を選択で
きるようにすることが肝要。

辺地共聴施設の現状と課題 １

現状と課題

対応の方向性



辺地共聴施設の現状

地デジ移行に伴う国庫補助
（辺地共聴施設整備事業）

約５,８００施設（38.7％）

東海管内：約４００施設★
（静岡約３１０､岐阜約９０）

★１０世帯以下の施設が半数を占める

その他

約３,９００施設（26.0％）

東海管内：約６５０施設
（静岡約２９０､岐阜約２１０
愛知約５０、三重約１００）

NHK共聴施設
約５,３００施設（35.3％）

東海管内：約３００施設

全国の辺地共聴施設
約15,000施設（※１）

NHK共聴施設（※３）

約5,300施設(35.3％)

自主共聴施設
約9,700施設(64.7％)（※２）

受信点設備等

線路アンプ調整

辺地共聴施設のイメージ

※１有線電気通信法に基づく届出を基に辺地に設置されてい
るテレビ放送設備のうち自主共聴施設を推計

※２ 15,000施設（全体） － 5,300施設（NHK共聴）

※３ 総務省「デジタル時代における放送制度の在り方に関する
検討会」第２回資料より
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①
265
(9%)

②
566
(19%)

③
3

(0.1%)④
1160
(38%)

⑤
1011
(34%)

① 今すぐ巻き取り希望
② 将来的に巻取り希望
③ 既に移行済み

辺地共聴施設の現状等に係るアンケート調査結果（概要）

回答総数 3,005件における現状の課題認識

 令和4年末から、全国の地方公共団体を通じて住民組合が運営する辺地共聴施設の組合代表者等に対してアンケート調査を実施。
3,005件の回答があり、結果を分析。

1,292
43%1,713

57%

1,544
51%

1,461
49% 現状の課題認識の回答として、

回答欄に○を付けた数

上記○以外の総数であり空
欄 や ‒ の回答も含む

○ “設備の老朽化”を挙げている回答の割合は43%

○“組合員数の減少”を挙げている回答の割合は51%

“設備の老朽化”と“組合員数の減少” ケーブルテレビによる巻き取り希望有無

回答総数 3,005件中、ケーブルテレビへの巻き取り希望の数は
合計831件 (28%)

回答数
割合 (%)

3005

３

【東海管内】対象：401
①②：岐阜15､静岡11､三重1
④(希望無)：岐阜34､静岡52
⑤(回答無)：岐阜･静岡299



「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業

事業イメージ

○ 事業主体

市町村、市町村の連携主体又は第三セクター

○ 補助対象地域
以下の①～③のいずれも満たす地域
①ケーブルテレビが地域防災計画に位置付けられている市町村
②条件不利地域
③財政力指数が0.5以下の市町村その他特に必要と認める地域

○ 補助率

⑴市町村及び市町村の連携主体（承継事業者） ：1/2

⑵第三セクター（承継事業者） ：1/3

○ 補助対象経費（下図の赤字部分）

光ファイバケーブル、 送受信設備、 アンテナ 等

※光化と同時に行う辺地共聴施設（同軸ケーブル）のケーブルテレビエリア化

に必要な伝送路設備等を含む。

光ノード

タップオフ
ヘッドエンド

アンテナ

光ケーブル化

光ケーブル
同軸ケーブル

 「新たな日常」の定着・加速に向けて、新型コロナウィルス対策と災害対策を同時に進めることが必要。災害時には、新

型コロナウィルスへの感染拡大の防止のため、在宅避難・分散避難が求められる中、在宅でも災害情報を確実に得ら

れるよう、地域の情報通信基盤であるケーブルテレビネットワークの光化による耐災害性強化が必要。

 災害時に放送により信頼できる災害情報が確実に提供されるよう、条件不利地域等に該当する地域におけるケーブル

テレビネットワークの光化等に要する費用の一部を補助する。

令和５年度当初予算 9.0億円
令和４年度第２次補正予算 11.0億円
（令和４年度当初予算 9.0億円）

（これらの者から施設の譲渡を受ける等により、ケーブルテレビの業務

提供に係る役割を継続して果たす者（承継事業者）を含む。）

光化と同時に行う辺地共聴
施設（同軸ケーブル）の
ケーブルテレビエリア化
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共聴施設ネットワーク強靱化支援事業 ５



ケーブルテレビ（自主放送あり）普及率

※令和3年度末現在
※普及率は、令和4年1月1日現在の住民基本台帳世帯数から算出。
※ＩＰマルチキャスト方式による放送に係るものを含む。

都道府県 普及率 都道府県 普及率 都道府県 普及率 都道府県 普及率 都道府県 普及率

北海道 26.4% 埼玉県 56.5% 岐阜県 40.7% 鳥取県 63.1% 佐賀県 51.9%

青森県 17.2% 千葉県 57.6% 静岡県 28.6% 島根県 55.6% 長崎県 35.6%

岩手県 18.0% 東京都 78.8% 愛知県 54.1% 岡山県 33.4% 熊本県 29.5%

宮城県 26.9% 神奈川県 72.5% 三重県 72.6% 広島県 30.1% 大分県 70.4%

秋田県 17.2% 新潟県 22.6% 滋賀県 38.4% 山口県 63.8% 宮崎県 42.7%

山形県 17.1% 富山県 68.7% 京都府 48.8% 徳島県 92.0% 鹿児島県 7.8%

福島県 4.0% 石川県 42.6% 大阪府 86.3% 香川県 28.3% 沖縄県 18.9%

茨城県 22.3% 福井県 74.6% 兵庫県 73.5% 愛媛県 37.2% 全国 52.5%

栃木県 24.0% 山梨県 81.3% 奈良県 49.1% 高知県 25.6%

群馬県 14.1% 長野県 47.1% 和歌山県 38.5% 福岡県 46.8%

・・・70.1％～100％
・・・50.1％～70％
・・・30.1%～50％
・・・10.1%～30％
・・・10%以下
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都道府県 FTTH世帯カバー率

岐阜県 99.75%
静岡県 99.54%
愛知県 99.99%
三重県 100.00%

【参考】 FTTHカバー率（令和３年度末）
事業者情報等から一定の仮定の下に推計した
エリア内の利用可能世帯数を住民基本台帳の
総世帯数で除したもの。
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デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会
第17回会合（令和５年５月12日）事務局説明資料

ケーブルテレビによる辺地共聴施設の巻き取りと小規模中継局等の代替イメージ

 辺地共聴施設は、山間部など地形等の問題により電波が届かないエリア（難視聴地域）において、住民組合が共同で受信
点（アンテナ）・伝送路等を整備し、地デジの視聴環境を確保するためのもの。※約1.5万施設（推計）

 地上デジタル放送への移行に伴い、約10年前に多くの施設が整備されたが、設備の老朽化、組合員数の減少等により施設
の維持・運営が困難になってきている。

 また、地上波の小規模中継局等の設備更新が地上放送事業者にとり大きな負担となっており、経営の選択肢の一つとして、
ケーブルテレビがその代替的役割を担うことも考えられる。

ケーブルテレビ局

ヘッドエンド受信アンテナ

難視聴エリア

小規模中継局等

共聴施設

小規模中継局等のカバーエリア

親局等
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小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム第12回会合(令和５年５月25日)
IPユニキャスト方式によるブロードバンド代替に関する実証事業請負事業者説明資料

フィールド調査の目的・位置付け等
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小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム第12回会合(令和５年５月25日)
IPユニキャスト方式によるブロードバンド代替に関する実証事業請負事業者説明資料

実証エリアの概要
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小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム第12回会合(令和５年５月25日)
IPユニキャスト方式によるブロードバンド代替に関する実証事業請負事業者説明資料

① 総合評価（全体結果）ミニサテライト局・小規模中継局エリア
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小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム第12回会合(令和５年５月25日)
IPユニキャスト方式によるブロードバンド代替に関する実証事業請負事業者説明資料

② 総合評価（全体結果）辺地共聴施設エリア
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小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム
第12回会合（令和５年５月25日）事務局説明資料

今後のスケジュール（案）
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小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム
第12回会合（令和５年５月25日）事務局説明資料

２次取りまとめのアウトプットイメージ（案）
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